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はじめに ── 中学校社会科教員に改めて望むこと
　本稿は，中学校社会科教員への意欲喚起を願って執筆するものである。
　英国の著名な地理学者であるデヴィッド・ランバート氏は，東京での講
演（個人的事情で事前に本人帰国，詳細なレジュメ作成配布，内容を日本
の研究者が代読）『地理の教室では，誰が何を考えるのか？（Who thinks 
what in geography classrooms？）─力強い学問的知識とカリキュラムの
未来─』において，マイケル・ヤング氏の「力強い学問的知識」（PDK: 
Powerful Disciplinary Knowledge）を引き，これまでと同じく知識・技術中
心や児童中心や構成主義的傾向の横並びの教員ではなく，未来志向のカリ
キュラム・リーダーに成ることに期待を寄せている。平成 29（2017）年
告示・学習指導要領（以下，平 29学習指導要領）の中心観念の一つであ
る「カリキュラム・マネジメント」の意図や期待も，また本稿の意図や期
待も全く同様の考えである。
　平 29学習指導要領は，告示前にあれほど取り沙汰された「アクティ
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ブ・ラーニング」を「主体的・対話的で深い学び」と呼称を控えめにはし
たが，学習活動・過程を重視する授業改善を強く求めている。しかし，小
学校教員はまだしも，中学校教員への趣旨や真意の伝達，結果としての実
践は開花・結実するだろうか，と疑問を持たざるを得ない。
　中等教育段階では，高等学校教員にはより一層無理だと予想されるが，
中学校教員もまた，今回の趣旨による日常の授業改善は並大抵ではない。
　そう考えるのはなぜか。それは，平 29学習指導要領が求める「主体的・
対話的で深い学び」の授業改善の方向が，端的に言えば，授業者自らが受
けたことのない授業形態だからである。自らが体験していない授業を実施
することの困難さは，すでに総合的な学習の時間の見込み倒れの諸実践で
実証済みである。その不成功の原因は，次のように簡単明瞭である。
○ 日常から問題（課題）意識を持つことが弱い教員は，問題（課題）意識を持つ
生徒を育成することは困難である。
　平 29学習指導要領の結果も同じだと予想したくはない。より切実性や
説得性が増した現下の状況で，今度こそ中学校教員に全うして欲しいと願
う。
1 ． 本稿の本質的な問い（問題意識）と，併せて前号「アクティブ・
ラーニングの堅実な実践化について」の概要の確認
　主権者教育などに指針を与える小玉重夫氏の次の一文は，本稿の本質的
な問い（問題意識）を的確に代弁している（小玉　2017）。
　ジャック・ランシエール（仏哲学者）は，知を生産する者と知を受け取る者と
の間，あるいは，知を説明する者と知を説明される者との間の序列を前提とした
前者から後者への特権的，階層的な知の伝達を「説明体制」による「愚鈍化」の
構造であると批判し，そうした序列化を廃して，学ぶ者の主体性，自律性を回復
する営みを，「知性の解放」と呼んだ。いま求められているのは，まさにここで
ランシエールが言うような「知性の解放」への回路を，アクティブ・ラーニング
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が喧伝される状況の中に探り当て，「高等教育（大学）は知を生産する場で，中
等教育（中学校，高校）は大学で生産された知を伝達する場」という従来型の高
大接続論の構造を転換させていくことなのではないだろうか。（下線 :筆者）
　すでに筆者は，前号（第 59集）の『問題解決学習の今日的な意味付け
への一提案─中等教育における「アクティブ・ラーニング」の堅実な実
践を目指して─』において，次のように述べた（中元　2017）。
　そのはじめの「社会科教員の恒常的な問題点」は，今も不変と捉える。
　これらの問題点を残す限り，平 29学習指導要領の成就は難しい。中で
も，学習指導要領改訂期の今，取り分け「1　ねらいに関する議論（aim-
talk）の欠如」と「6　資質・能力育成の軽視」の 2つの問題点は重要であ
る。そして，本稿が強調するのは，もう一つ 「5　生徒の現実の軽視」の
問題点こそ，中学校社会科教員と生徒にとって重要な課題である点である。
　これまでの中学校社会科授業は現実に足を降ろさない社会科ではなかっ
ただろうか。本稿は，「実社会」─現実のリアルな社会─に近い社会科と
して，「実社会科」への一つの道筋を提案するものである。
○ これまでの中学校・高校の授業における問題解決学習の実践化は，はかばかし
くなかった。そこで，その本質的な理由を照射し，時折しも新学習指導要領の
キー概念である「アクティブ・ラーニング」の推進と関連付けて，問題解決学
習に関する新たな意味付与について提案したい。
○社会科教員のこれまで常に変わらない問題点
1 　ねらいに関する議論（aim-talk）の欠如＝生徒に社会科授業の意味・ねらい・
役割等の説明がなされていない
2　主体性の欠如＝学習指導要領・教科書への無批判的・依存的な体質
3　単元の発想欠如＝１単位時間完結主義，見通し・振り返りの欠如
4 　縦断的・横断的な学習の発想欠如＝小中高接続の意識不足，内容・方法（問
題解決学習）の一体性の認識不足，他教科との関連軽視
5　生徒の現実の軽視＝時事問題に疎く，併せて生徒の生活実態を考慮しない
6　資質・能力の育成軽視＝講義一辺倒や形式的なグループワーク指導
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2 ． 『平 29 中学校学習指導要領解説　社会編』（平成 29 年 6 月，文部科
学省）の概要と検討課題
　未だ印刷物となって発行されていない段階（平 29. 9上旬現在）である
が，文科省のサイト上の『解説』から，平 29中学校学習指導要領・社会
科の改訂内容の主要な点を取り上げて検討しておきたい。（※下記の実線
枠内の文章・項目は，すべて『解説』からの引用または要約であり，その
後のコメントは筆者の私見である。）
（1）「改訂の経緯」と「改訂の基本方針」から
① これからの時代に学校教育で子どもたちに身に付けさせることが求めら
れるもの
・様々な変化に積極的に向き合うこと
・他者と協働して課題を解決していくこと
・様々な情報を見極め，知識の概念的な理解を実現すること
・情報を再構成するなどして新たな価値につなげていくこと
・複雑な状況変化の中で目的を再構築できるようにすること
　これら 5項目が今次改訂学習指導要領の時代認識と捉えることができ
る。これまでの社会科授業指導で弱かったのは，“aim-talk”（「ねらいにつ
いての議論」） である。学習指導要領の改訂趣旨やねらい等についての理
念的な記述に関して，これまで以上にそれらに関する議論や説明の大切さ
を提案したい。教員間においても，対生徒においても。これまでは，それ
らに関する論議は，生徒には関係ないこと，いやその前に教員には関係な
いこととして，学校現場ではほぼ無視されてきた。
　前号で詳細に述べた“aim-talk”（ねらいについての議論）とは，授業に
おける「その学習内容や学習活動の意味・意義・アイデンティティ・ねら
いなどを検討する時間を意図的に設定すること」である。谷田部玲生代表
の科研費研究によってそのことが強調されていた（谷田部　2016）。当然，
時代認識は大人の認識で終わらず，生徒と共有されるべきである。
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②「カリキュラム・マネジメント」の改善すべき 6つの枠組み
　そして，今次改訂では，先にも触れたカリキュラム・マネジメントが強
調され，カリキュラムの検討・実施を管理職が一部幹部教職員とだけで取
り組む行為ではなく，全教職員の参加を強く促している。その具体的な改
善内容がこの 6項目であり，中学校では「主体的・対話的で深い学び（ア
クティブ・ラーニングの視点）」に関わる授業改善を上記の「ア　何がで
きるようになるか」，「イ　何を学ぶか」を中心に，「ウ　どのように学ぶ
か」を最大の課題として校内研修等で取り上げることを提示している。
　しかし，筆者が危惧することは，「イ　何を学ぶか」を従来通りの個別
的知識や伝達内容中心の指導内容観で捉え，上記の括弧書きで記述されて
いる「（教科等を学ぶ意義と，教科等間・学校段階間のつながりを踏まえ
た教育課程の編成）」という先の“aim-talk”（ねらいについての議論）に
近い考え方で取り組まれないのではないかということである。ぜひともそ
れを望みたい。そして，そのことと併せて，「エ　子ども一人一人の発達
をどのように支援するか」（子どもの発達を踏まえた指導）を重視し，以
後述べていく関連記述にも配慮してほしい。
ア「何ができるようになるか」（育成を目指す資質・能力）
イ 「何を学ぶか」（教科等を学ぶ意義と，教科等間・学校段階間のつながりを踏
まえた教育課程の編成）
ウ 「どのように学ぶか」（各教科等の指導計画の作成と実施，学習・指導の改善・
充実）
エ 「子ども一人一人の発達をどのように支援するか」（子どもの発達を踏まえた
指導）
オ「何が身に付いたか」（学習評価の充実）
カ 「実施するために何が必要か」（学習指導要領等の理念を実現するために必要
な方策）
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③ 各教科等共通に「生きる力」を具体化し，育成を目指す資質・能力の三
つの柱
　今次改訂の特徴である資質・能力の確認である。項目アと項目イは，単
元途中の指導において相互作用的に考慮し，項目ウは単元始めや末の指導
において“aim-talk”（「ねらいについての議論」）として考慮する。
　その際，項目ウでは，「公民的分野で育成することが期待される『学び
に向かう力，人間性等』」の説明において，「国民主権を担う公民として自
国を愛し，その平和と繁栄を図ることや，各国が相互に主権を尊重し，各
国民が協力し合うことの大切さについての自覚」と記述されているが，こ
のような政治的な人間の育成が強く感じられる取り扱いについては，細心
の注意が必要である。このことはまた後に具体的に述べる。
④ 「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ・ラーニングの視点に立つ）
の実現に向けた授業改善の 6視点
　上記のどの項目も，中教審の中間報告の時期に学校現場に与えた「アク
ティブ・ラーニング」の活動中心のイメージを払拭するために，極力「活
ア　何を理解しているか，何ができるか（生きて働く「知識・技能」の習得）
イ 　理解していること・できることをどう使うか（未知の状況にも対応できる
「思考力・判断力・表現力等」の育成）
ウ 　どのように社会・世界と関わり，よりよい人生を送るか（学びを人生や社会
に生かそうとする「学びに向かう力・人間性等」の涵養）
ア　義務教育段階は蓄積されてきた実践があること
イ 　「主体的な学び」，「対話的な学び」，「深い学び」の視点で授業改善を進める
こと
ウ　各教科等の学習活動の質を向上させることが主眼であること
エ 　生徒が考える場面と教員が教える場面をどう組み立てるかを考えるものであ
ること 
オ 　深い学びの鍵である「見方・考え方」を学習や人生において自在に働かせる
こと
カ　基礎的・基本的な知識・技能の習得に課題があれば確実な習得を図ること
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動主体ではない」と再確認を求めている。
　また，項目オの「人生」の語が目を引くが，「主体的・対話的で深い学
び」は，平 29中学校学習指導要領の学習方法の面のトピックであるだけ
ではなく，学習内容を人生や社会の在り方とつなげて深く学習させること
を重視する「深い学び」を目指していることを肝に銘ずる必要がある。
（2）「社会科改訂の趣旨及び要点」から
①社会科の改訂の基本的な考え方
　三つの項目はどれも，本来的に社会科がこれまで保有してきた教科固有
の特性に，新たな趣旨（意味）がどの項目にもより鮮明に付加されている。
項目アの知識は，教師から伝達される暗記中心の個別バラバラな知識では
なく，生徒自身の概念的で説明力のある知識─自らの頭で考え出したり
活用したりする知的活動による成果としての知識─を重視している。
　項目イは，各教科等で共通に掲げている「（教科等の固有の）見方・考
え方」である。このことについては後に詳細に取り上げる。
　項目ウは，「よりよい社会づくりへの参画」である。そのためには，持
続可能な開発のための教育（ESD）や主権者教育などが重要である。　
②社会科の改訂の要点
　今次改訂における学習指導の中心テーマとしての「課題を追究したり解
決したりする活動」（課題解決学習）について次のように示している。
ア　基礎的・基本的な「知識及び技能」の確実な習得
イ　「社会的な見方・考え方」を働かせた「思考力，判断力，表現力等」の育成　
ウ 　主権者として，持続可能な社会づくりに向かう社会参画意識の涵養やよりよ
い社会の実現を視野に課題を主体的に解決しようとする態度の育成
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○教育課程の示し方の改善
・ 従前の小学校問題解決的な学習，中学校適切な課題を設けて行う学習の
充実
・ 学習過程の例は大きく課題把握，課題追究，課題解決の三つ。それらを
構成する活動の例としては，動機付けや方向付け，情報収集や考察・構
想，まとめや振り返りなどの活動
・中教審答申（平 28. 12. 21）の別添資料（3‒6「学習過程」図 1を参照）
　「課題を追究したり解決したりする活動」（課題解決学習）を推進するた
めに「学習過程」への着目は，中学校社会科教員にとっては大きな指導姿
勢や態度の変革を求められる。これまでの総合的な学習の時間も，適切な
課題を設けて行う学習も，目立った効果を収め得なかったのは，例えば，
この「学習過程」一つとってみても，「問題解決学習」関連の内容に関す
図 1　社会科，地理歴史科，公民科における学習過程のイメージ
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る明確な理解が欠けていたし，答申や文科省からの明確な指針も出ていな
かった。時には，戦後初期社会科の学習指導要領の説明や学習活動例など
の再評価を指摘されても，大方の中学校社会科教員にとって「問題解決学
習」は異端的なイメージが付きまとうものであった。その意味で，今回の
「課題を追究したり解決したりする活動」（課題解決学習）の強調は，「本
気の期待」とし，単に「従前の学習の延長」などと迎合してはならない。
③社会科における「見方・考え方」の重要性
　平 29学習指導要領のねらい「社会に開かれた教育課程」の各教科等を
学ぶ本質的な意義を示す「見方・考え方」は，教科等の学習と社会をつな
ぐものであり，社会科はその目標 ･性格を考えるなら最も考えに符合する。
　「見方・考え方」とは，「思考力，判断力，表現力等」の育成に繋がる社
会的事象を捉える際の「視点や方法」のことである。それは教員による良
い授業の指導と生徒の主体的な思考活動によって鍛えられ向上する，とい
う往還的な働き方をするものである。個別的な知識ばかりの状態から脱し
て概念的な知識を大切にするという「知識の捉え方の転換」ということと
も関連があり，知的に様々な機能が合わさって働き合いながら，互いに成
長・育成機能を高めるものである。
○ 「社会的な見方・考え方」（総称）……校種を超えて社会科，地理歴史科，公民
科を貫く
○ 地理的分野＝「社会的事象の地理的な見方・考え方」＝「社会的事象を位置や
空間的な広がりに着目して捉え，地域の環境条件や地域間の結び付きなどの地
域という枠組みの中で，人間の営みと関連付けて」働かせるもの
○ 歴史的分野＝「社会的事象の歴史的な見方・考え方」＝「社会的事象を時期，
推移などに着目して捉え，類似や差異などを明確にしたり事象同士を因果関係
などで関連付けたりして」働かせるもの
○ 公民的分野＝「現代社会の見方・考え方」＝「社会的事象を政治，法，経済な
どに関わる多様な視点（概念や理論など）に着目して捉え，よりよい社会の構
築に向けて，課題解決のための選択・判断に資する概念や理論などと関連付け
て」働かせるもの
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　中学校社会科教員は，教員自身が「思考力・判断力・表現力等」を磨い
て「見方 ･考え方」を鍛えるために，様々な社会的事象に関する知識や考
え方を相互に比較したり，分類したり，関連付けたり，総合したりする訓
練を怠ってはならない。それなくして「問題解決学習」を効果的な学習と
して積極的に自信を持って生徒に対して実践することはできない。
　なお，小学校社会科教員の経験を持つ廣嶋憲一郎氏は，小学校における
「社会的な見方・考え方」の説明で，「見方＝視点」を空間的，時間的，相
互関係的な視点で，「考え方＝方法」を物事を「比較する」「分類する」
「関連付ける」「総合する」の四つで考えることと要約している（廣嶋　
2017）。
④学習指導の改善充実等
　ア「主体的・対話的で深い学び」の実現
　すでに，これまで幾つかの箇所で「主体的 ･対話的で深い学び」につい
ては触れてきているが，ここではそれぞれの視点を具体的に説明し，決し
て別個のものではなく，最終段階の深い学びに結実する方向を示している。
（ア）「主体的な学び」の視点……主体的な学びについては，生徒が学習課題を把
握し，その解決への見通しを持つことが必要である。そのためには，単元等
を通した学習過程の中で動機付けや方向付けを重視するとともに，学習内
容・活動に応じた振り返りの場面を設定し，生徒の表現を促すようにするこ
となどが重要である。
（イ）「対話的な学び」の視点……対話的な学びについては，例えば，実社会で働
く人々が連携・協働して社会に見られる課題を解決している姿を調べたり，
実社会の人々の話を聞いたりする活動の一層の充実が期待される。しかしな
がら，話合いの指導が十分に行われず，グループによる活動が優先し内容が
深まらないといった課題が指摘されるところであり，深い学びとの関わりに
留意し，その改善を図ることが求められる。
　　（ア）（イ）の主体的・対話的な学びの過程で ICT活用も効果的である。
（ウ）「深い学び」の視点……これらのことを踏まえるとともに，深い学びの実現
のためには，「社会的な見方・考え方」を用いた考察，構想や，説明，議論
等の学習活動が組み込まれた，課題を追究したり解決したりする活動が不可
欠である。 （太字及び下線 :筆者）
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　筆者がここで注目するのは，「対話的な学びの視点」で二度にわたって
記述されている「実社会」の語である。それは，「種々の手厚い配慮に包
まれている学校界隈とは違って，より一段と厳しく容赦のない多様で雑多
な真の意味の社会」（筆者），と受け取るべき語であろう。これこそ平 29
学習指導要領の真骨頂であり，これまでのような実社会に迂遠な社会科の
学びであってはならないということである。このことは項を改めて後述し
たい。
　そして，最後の「深い学び」を実現するには，「課題を追究したり解決
したりする活動」を不可欠とし，そのためには，「『社会的な見方・考え方』
を用いた考察，構想」 を行わせる学習活動が欠かせない。
　具体的には，分野の学習に応じた追究の視点と，それを生かした課題
（問い）の設定，諸資料等を基にした多面的・多角的な考察，社会に見ら
れる課題の解決に向けた広い視野からの構想（選択・判断），論理的な説
明や合意形成，社会参画を視野に入れながらの議論などを通し，個別的な
知識だけでなく，社会的事象に関わる概念的な知識を獲得するように学習
を設計することが求められる。
　イ　各分野の改訂の要点
〇地理的分野の改訂の要点……改訂の要点は主に次の 5点
（ア ）世界と日本の地域構成に関わる内容構成の見直し─「世界」と「日本」
を統合して新たな大項目「世界と日本の地域構成」を設定 
（イ ）地域調査に関わる内容構成の見直し─「地域調査の手法」と「地域の在
り方」の二つの中項目に分けて再構成
（ウ ）世界の諸地域学習における地球的課題の視点の導入─持続可能な社会づ
くりの観点から地球的課題の視点を「世界の諸地域」に設定
（エ ）日本の諸地域学習における考察の仕方の柔軟化─より動態地誌的な考え
方の趣旨に沿った展開，地域の特色ある事象を中核に，それを他の事象と有
機的に関連付けて地域的特色を捉える学習の重視
（オ）日本の様々な地域の学習における防災学習の重視
〇歴史的分野の改訂の要点……改訂の要点は主に次の 5点
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（ア ）歴史について考察する力や説明する力の育成の一層の重視─因果関係な
どで関連付ける等の方法により考察したり，表現したりする学習の重視，ま
た，中項目ごとのまとめで「大観し表現する活動」を重視
（イ ）歴史的分野の学習の構造化と焦点化─課題追究的な学習の実現を図るた
め，中項目のア「知識及び技能を身に付ける」学習とイ「思考力，判断力，
表現力等を身に付ける」学習や学習過程などを構造的に示す
（ウ ）我が国の歴史の背景となる世界の歴史の扱いの一層の充実─高校「歴史
総合」の設置を受けて，我が国の歴史の大きな流れを理解するために世界の
歴史の扱いを充実
（エ ）主権者の育成という観点から，民主政治の来歴や人権思想の広がりなどに
ついての学習の充実 
（オ）様々な伝統や文化の学習内容の充実
〇公民的分野の改訂の要点……改訂の要点は主に次の 6点
（ア ）現代社会の特色，文化の継承と創造の意義に関する学習の一層の重視─
情報化，文化，宗教等の扱いに留意
（イ ）現代社会を捉える枠組みを養う学習の一層の充実─現代社会を捉え，多
面的・多角的に考察，構想する際に働かせる概念的な枠組みの基礎として，
対立と合意，効率と公正などを取り上げる
（ウ ）現代社会の見方・考え方を働かせる学習の一層の充実─その過程や結果
を適切に表現したりする際に働かせる視点（概念など）として，「分業と交換，
希少性など」，「個人の尊重と法の支配，民主主義など」，「協調，持続可能性
など」を新たに示した
（エ ）社会に見られる課題を把握したり，その解決に向けて考察，構想したりす
る学習の重視─「現代社会を捉える枠組み」，「市場の働きと経済」，「国民
の生活と政府の役割」，「人間の尊重と日本国憲法の基本的原則」，「民主政治
と政治参加」等について多面的・多角的に考察（構想）し，表現できるよう
にした
（オ ）国家間の相互の主権の尊重と協力，国家主権，国連における持続可能な開
発のための取組に関する学習の重視
（カ ）課題の探究を通して社会の形成に参画する態度を養うことの一層の重視
─内容Ｄの「（2） よりよい社会を目指して」は，公民的分野はもとより，
地理的分野，歴史的分野などの学習の成果を生かし，これからのよりよい社
会の形成に主体的に参画する態度を養うこととした。また，この中項目にお
ける学習活動も含め，分野全体を通して，課題の解決に向けて習得した知識
を活用して，事実を基に多面的・多角的に考察，構想したことを説明したり，
論拠を基に自分の意見を説明，論述したりすることにより，「思考力，判断力，
表現力等」を養うこととし，言語活動に関わる学習を一層重視した。
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　筆者は，上記の 3分野の中でも，取り分け公民的分野の「政治」に関わ
る部分を考えるに，現実の我が国及び世界の国際政治状況を考えるなら，
果たして本当に，授業において新聞資料や公的な機関発行の資料等を使用
し，現実の状況を事例として具体的に考察させながら学ばせる（指導す
る）ことができるだろうか，と戸惑い・訝しさを感じないわけにはいかな
い。
　先に，「『対話的な学び』の視点」に関しては，「実社会」という現実の
社会に迂遠でない社会を扱う社会科に賛同したが，こと現実の政治に関連
する政治学習や主権者教育に関しては，筆者は，社会科教員の立場を考え
ると他人事でなく緊張感を覚えるのである。それは，社会科教員が，授業
で政治的内容を「対話的な学び」の視点で取り扱った際に，否が応でも教
室内の空気は今日的な政治色を帯びざるを得ず，常にどこかで政治教育上
の問題点と見做される発言などの事象が発生する恐れがあるからである。
　大袈裟でなく，こと社会科授業，いやもっと直截に言うと，「分かる社
会科教員」にとっては，学校教育に求められる純粋に教育的な「要請」へ
の幾分許容される対応と，現実の社会的な環境や状況がもたらす拒否でき
ない暗黙の「規制」への対応が二律背反的に襲い，それが予測不能の状態
を来すケースの危険度が増している。昨今の 「対地震 ･津波防災訓練」が，
いつの間にか「対北朝鮮ミサイル避難訓練」にシフトしていることは象徴
的であり，漸次育てる発想より，端的に行動に移すことを求めている。
　授業においては，次のように平 29学習指導要領で明確に提示されてい
る公民的分野の政治学習の内容（事象）─裁判員制度，世界平和・協
調・持続可能性，核兵器の脅威，北方領土・船舶の拿捕・船員の抑留・日
本側に死傷者，北朝鮮による日本人拉致問題，国旗・国歌の意義など─
は，法や制度の根拠の確固とした裏付けが必要であるため，「権威として
の教科書」依存体質がより強まることが危惧される。
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　特にもう一つ，「多数決の原理とその運用の在り方について」 の理解で
は，これまでも現実に適合せずに抽象的な扱いと指摘されてきたが，現実
の我が国等の国会の強行採決は，授業と現実の整合性が取れない。この例
が，地理や歴史は教え易いが，公民は厄介だとのイメージを作り上げる。
それでも，中学校教員は，教室の授業では次のように配慮すべきである。
○ 「この教科書（学習指導要領の趣旨を反映）の通りになっていない現実の政治
状況もあるね」と強行採決の様子を，日本だけでなく外国の例も併せて写真や
新聞記事等で示し，数人の生徒に感想・意見を述べさせ，現実政治の原則通り
にならない困難な状況もあることを感じさせ，それらに対するコメントやまと
めにおいて，「これから政治的なことは，様々な立場でいろいろな考えや意見
があるが，それらを柔軟に考え合わせながら，自分なら，と自分自身の意見を
きちんと持ちたいね。そのためには意識を高く持って，ニュースなどはいろい
ろ複数の種類の広く正確な情報（できる限り目に見えるもの）を集めてほし
い。友人や家族ともちょっとでも話題にしたいね」と願いを伝え，それ以上の
自らの一個人（私人）の価値的なコメント（賛同や批判）は差し控える。
（3）内容の取扱い
　前回の平 20学習指導要領で打ち出された公民的分野の「概念的な枠組
み」の考え方は，平 29学習指導要領では，地理的分野や歴史的分野の学
習内容にも広げられている。その意義をきちんと押さえて，社会科のまと
めに関する“aim-talk”（「ねらいについての議論」） をぜひ行いたい。「解説」
の記述は次のようになっている。
〇生徒は，様々な社会的事象の関連や本質，意義を捉え，考え，説明したり，現
代社会の諸課題の解決に向けて構想したりする際，「対立と合意」，「効率と公正」，
「個人の尊重と法の支配｣，「民主主義｣，「分業と交換」，「希少性｣，「協調｣，「持
続可能性」などといった政治，法，経済などに関する基本的な概念に着目したり，
これらの概念を関連付けたりして考えることによって，その解釈をより的確なも
のとしたり，課題解決の在り方をより公正に判断したりすることが可能となる。
公民的分野では，このような概念に着目して考えることを「概念的な枠組み」と
捉え，現代社会の見方・考え方として用いている。
　また，中学校社会科の 3年間の総まとめの学習は，公民的分野における
Dの「（2） よりよい社会を目指して」が担っている。ここで最後の「課題
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を追究したり解決したりする活動」を行い，醍醐味を味わわせて欲しい。
　「身近な地域や我が国の取組との関連性に着目させ」（内容の取扱い）る
などの工夫を行い，よりよい社会を形成するために，教員が提示する課題
ではなく，生徒が自ら課題を適切に設定できるようにすることが大切であ
る。そして，課題を探究し，その解決に向けて，「見方・考え方」を活用し，
多面的・多角的に考察，構想した自分の考えの過程や結果を説明，論述す
ることが求められる。そのため，今までに習得した三分野の「知識及び技
能」に基づいて学習を展開してほしいため，敢えて具体的な項目内容は示
されていない。  しかし，学習活動については改めて丁寧に示している。
　以上，平 29学習指導要領・中学校社会科全体の主要項目は，「社会に開
かれた教育課程」，「カリキュラム・マネジメント」，「資質・能力の三つの
柱」，「主体的・対話的で深い学び」，「社会的な見方・考え方」，「基本的な
概念」（主として公民的分野）と捉えることができる。
3 ．「公民的資質」及び「公民としての資質・能力」とは何か
（1）「公民的資質」の定義と目標記述の変遷
　平 29学習指導要領・社会科では，これまでの学習指導要領と違い，小・
中学校ともに目標記述は共通のものである。（但し，「広い視野に立ち，」
の語句のみ，小学校では記述されていない）
　その際，例えば，中間発表，ディベート，議論，プレゼンテーションなどを行
い，最終的にはレポートとしてまとめることが考えられる。また，科学的な探究
の過程や思考の過程を論理的に表現できるようにすることも大切である。レポー
トの作成については，例えば，「探究のテーマ」，「テーマ設定の理由」，「探究の
方法」，「探究の内容（調べて分かったこと）」，「探究のまとめ（理解したこと，
考察，構想したこと）」，「参考資料」などの項目を設けて記述するなどして，一
つのまとまったものに仕上げて生徒が成就感を持つようにすることが大切である。
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　ちなみに，現行の平 20学習指導要領・社会科の目標は，小学校と中学
校とでは習熟度差を考慮して，次のように異なった記述であった。
　平 29学習指導要領の小・中学校社会科は，平 20学習指導要領まで示さ
れていた  「公民的資質」が「公民としての資質・能力」に変更されている。
これは，平 29学習指導要領が全教科等で共通的に「資質・能力の育成」
を目標に掲げた新たな方向性が徹底している証左である。
　しかし，社会科にとって，この変更は「公民的資質」の性格を変質させ
るものではない。教科目標の「広い視野に立ち，」の表現こそ，「学びの地
図」を標榜する平 29学習指導要領全体のねらいと軌を一にする。
　一般的に公民的資質の定義は，平 20小学校学習指導要領・解説に次の
ように明確な記述がなされていた。
○中学校社会科・目標（平 29 学習指導要領）　
　社会的な見方・考え方を働かせ，課題を追究したり解決したりする活動を通し
て，広い視野に立ち，  グローバル化する国際社会に主体的に生きる平和で民主的
な国家及び社会の形成者に必要な公民としての資質・能力の基礎を次のとおり育
成することを目指す。 （下線：筆者）
○小学校社会科・目標（平 20 小学校学習指導要領）
　社会生活についての理解を図り，我が国の国土と歴史に対する理解と愛情を育
て，国際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形成者として必要な公民的資
質の基礎を養う。
○中学校社会科・目標（平 20 中学校学習指導要領）
　広い視野に立って，社会に対する関心を高め，諸資料に基づいて多面的・多角
的に考察し，我が国の国土と歴史に対する理解と愛情を深め，公民としての基礎
的教養を培い，国際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形成者として必要
な公民的資質の基礎を養う。 （下線：筆者）
○ 「公民的資質」とは，国際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形成者，
すなわち市民・国民として行動する上で必要とされる資質を意味している。し
たがって，公民的資質は，平和で民主的な国家・社会の形成者としての自覚を
もち，自他の人格を互いに尊重し合うこと，社会的義務や責任を果たそうとす
ること，社会生活の様々な場面で多面的に考えたり，公正に判断したりするこ
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　「公民的資質」への言及の歴史的な変遷を追ってみると，昭 23（1948）
小学校学習指導要領・補説編で最初になされ，「人々の幸福に対する積極
的な熱意」，「不正に対して積極的に反ぱつする心」，「人間性及び民主主義
を信頼する心」等がその後も専ら肯定的に紹介されてきた。
　続いて，昭 43（1968）小学校学習指導要領で初めて規定（「公民的資質
の基礎を養う」）され，中学校については，翌年の中学校学習指導要領の
教科目標には「資質」のみが規定され，公民的分野の分野目標にも「公民
的資質」の規定はなく，その翌年の昭 45（1970）中学校指導書・社会編
における公民的分野の解説の最初に，「公民的資質の中核」について主に
国民としての主権を行使するために必要な政治的教養の観点から説明がな
され，政治色の濃い内容のものであった。なお，高校での規定はなかった。
　その後，ようやく昭 52（1977）の小中とも  「公民的資質の基礎を養う」，
昭 53（1978）の高で  「公民的資質を養う」  と規定され，小中高と一貫性
が生じた。また，平元（1989）の小中は  「公民的資質の基礎を養う」  で同
じであったが，同年の高 ･公民科で「公民としての資質を養う」と規定さ
れ，以来，平 10（1998）の小中・平 11（1999）の高 ･公民科，平 20（2008）
の小中 ･平 21（2009）の高 ･公民科と，3回連続で同様の規定がなされて
いる。そして，今次改訂を迎えたのである。
　さて，「公民的資質」はもっと人口に膾炙する平易な表現にならないも
のだろうか。例えば，今回の学習指導要領改訂の作業に多く関わった教育
学者の無藤 隆氏は，これから育てたい子ども像を次のように端的に表現
している（無藤　2017）。
となどの態度や能力であると考えられる。こうした公民的資質は，日本人とし
ての自覚をもって国際社会で主体的に生きるとともに，持続可能な社会の実現
を目指すなど，よりよい社会の形成に参画する資質や能力の基礎をも含むもの
であると考えられる。
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○一人で問題解決を図ることができる人
　実に簡単明瞭に語っている。そのため，資質 ･能力の育成は，一人で学
ぶための道具をたくさん持てるようにしておくために必要であるという。
（2）「公民としての資質・能力」と「ねらいに関する議論 “aim-talk”」
　平 29学習指導要領における小中高社会系教科目の目標記述に，「公民と
しての資質 ･能力」の同一語句が統一的に用いられることになったのは初
めてのことである。（高校は現在のところ未告示ではあるが，その方向性
が出されている。）
　ここで，この「公民としての資質 ･能力」に関する「ねらいに関する議
論“aim-talk”」を行っておきたい。依拠し参考とする著書は，唐木清志氏
の『「公民的資質」とは何か─社会科の過去・現在・未来を探る─』（2016）
である。本書からは多くの面で本稿の論述にヒントと回答を与えられた。
例えば，次の社会科教員の姿勢に対する直言である（唐木　2016）。
　まさに「ねらいに関する議論“aim-talk”」そのものである。そして，次
の表のように，唐木氏自身を含めた 12名の個性的な「公民的資質」の定
○ 問題は，この（筆者注：学習指導要領や解説）記述内容にあるのではなく，児
童生徒の実態や地域の実情，そして何より，社会科教育実践家としての教員の
個性的な教育観を反映させて，公民的資質を自らの言葉で定義して，それを授
業に生かすという発想を，われわれ社会科教育関係者がどれだけ持っているか
ということである。
○ 社会科授業は学習指導要領と教科書からのみつくられるわけではない。授業づ
くりにおいて何よりも大切にすべきは，教員である授業者の社会科観である。
○ 教える側は，市民的資質の全体像を踏まえた上で，その一部を育てる学習を設
計していたとしても，学ぶ側にその全体像が理解できていなければ，学習者は
学習したことがどのように活かされるのかを認識できず学習に見通しを持つこ
とができない。
○ 今，自分はどのような公民（市民）になることを目指して学習に取り組んでい
るのか，学んでいることは将来何に役立つのかという見通しを学習者が持つこ
とができるものでなければならない。 （下線 :筆者）
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義が示され，その多様な解釈内容が提示されていて興味深い。
　唐木氏は，この社会科教育研究者 12名の「公民的資質」観を，「幅広い
観点」，「授業場面をイメージ可能」，「社会参画の視点あり」の 3点である
表 1　「公民的資質」の定義（唐木　2016）
氏名 「公民的資質」の定義
１ 磯山　恭子
社会で起こっている問題に関心をもち，これらの問題の解決
に向けて，多様な人々と協調的に話し合いながら，より良い
社会の実現を目指して，社会に働きかけること
２ 唐木　清志
人とつながり，社会とつながって，望ましい未来を創り上げ
る力
３
櫻井　眞治
くらしの中にある問題を発見し，よりよいくらしの実現に向
かって，考え合ったり，行動したりしていくこと
４ 永田　忠道
社会的な事物・事象に対して，一面的・二面的だけでなく，
多面的・多元的な検討や考察を展開しながら，その都度の時
点では暫定的ながらも，常に調整を繰り返し，自らの主義主
張や行動を各自の判断で柔軟に創造することのできる市民と
しての姿
５
前田　賢次
子どもの立場から大人と手を取り合いながら地域を学び，地
域に働きかける地域の生活者としての姿
６
草原　和博
子どもが自己と外界（他者，社会，科学）との間に関わりを
見出すことで，新しい社会秩序を構想できること
７ 桐谷　正信
多様な人々が相互理解・承認することを通して共生できる多
文化社会を形成するために，様々な社会的課題を協働的に解
決するための認識・技能・態度・能力
８ 吉村功太郎
民主主義社会の主体的な担い手として求められる資質・能力
の総体であり，その中核は社会問題について民主的な問題解
決を図ることのできる資質・能力
９ 桑原　敏典
社会に問題が生じ，人々が対立をしたり衝突をしたりした時，
自分の仕事をしながら，それ以外の時間に社会（公共）のこ
とについて考え，行動するための資質とそのための意欲
10 永田　成文
持続可能な社会の構築を視野に入れ，現代世界に表出する諸
課題の解決に向けて思考・判断したことを表現し，自己の行
動を変革しようとする態度
11 國分　麻理 自分とは異なるものを受け入れ，その異なる側から物事を捉
えようとする能力
12 鈴木　隆弘 社会連帯のための資質であり，社会とつながるための資質
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とまとめている。前述の学習指導要領準拠の公式的な「公民的資質」の解
説では示し得ない多様な定義が具体的に提示されており，学習者（子ど
も）への平易な内容であったり，研究者への専門的な内容であったり，自
らの立脚点を示す内容であったり，などして参考になる。
　また，唐木氏は，これまでの「公民的資質」とこれからの「公民として
の資質 ･能力」は同じ趣旨であると述べ，「なぜ資質・能力が重視される
のか？」の回答を次のように中教審答申から引いている（唐木　2016）。
4 ． 「課題を追究したり解決したりする活動」と「未来への学び」
　「教科書で教える」ことに慣れ切った中学校社会科教員たちに対して，
いかにして問題解決学習の実践を試みる意欲を喚起するか。初期社会科の
後，文部（文科）省がその学習原理または学習方法に関して沈黙していた
時期があったが，昭和末～平成期に入ってからは盛んに「問題解決的な学
習」として奨励し始めた。しかし，余裕のもてない中学校教育の実情がそ
の実現を困難にしてきたが，ほとんどの中学校教員にその指導力が欠如し
ていたということも否定できない事実である。
　「問題解決学習」や「課題解決学習」や「総合的な学習の時間」や「適
切な課題を設けて行う学習」や「課題を追究したり解決したりする活動」
や「主体的・対話的で深い学び」は，相違点はあるにしても，すべてある
事象の意味探究や構想や計画案（プロジェクト）の解明・実現を図る  「プ
ロジェクト学習」  の範疇に括ることが可能な学習である。
〇 これまでの学習指導要領は，知識や技能の内容に沿って教科書ごとには体系化
されているが，今後はさらに，教育課程全体で子どもにどういう力を生むのか
という観点から，教科等を越えた視点を持ちつつ，それぞれの教科等を学ぶこ
とによってどういった力が身に付き，それが教育課程全体の中でどのような意
義を持つかを整理し，教育課程の全体構造を明らかにしていくことが重要と
なってくる。 ─『2015. 8 中教審・教育課程企画特別部会　論点整理』から
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　唐木氏は，学習課題設定段階の大切さを指摘する（唐木　2016）。
　社会参画型授業では，学習段階［Ⅰ問題把握→Ⅱ問題分析→Ⅲ意思決定→Ⅳ提
案・参加］のⅠⅡの段階の基礎的・基本的な知識の習得段階が大切である。つい
行動面ばかりを強調したくなるが「体験あって学びなし」にならぬよう「学習問
題」を確実につかませ，学習の見通しを立てさせることである。（下線 :筆者）
　しかしながら，中学校社会科教員には，まず「学習課題」の考え方が浸
透していない。そもそもほとんどの中学校教員は，「学習課題」を取り扱っ
た学習を自らが学習者であったときに経験したことがない。そのため，「学
習課題をどのようにもたせるか」は，生徒自身から生ずる「課題」よりも，
学問や指導内容から投下伝達する「課題」に終始せざるを得ない。多くは
「宿題」の発想に近く，「課題を与える」式の学習スタート時の働きかけの
意味で用いられている。これをいきなり  「生徒設定課題」  にせよというこ
とは土台無理である。それは  「教師設定課題」  の次の発展形態と考えるべ
きで，そのためにはこの度の「課題を追究したり解決したりする学習」を
広く捉える姿勢で，生徒の主体性の育成・確保というねらいを常に忘れな
いようにしたいし，少し長い目で捉える必要がある。
　また，本稿の「まえがき」において，ランバート氏の言葉「未来志向の
カリキュラム・リーダー」を中学校社会科教員に期待したいと述べたが，
これが唐木氏の次の言葉ともつながってくる（唐木　2016）。
○教師の自律性とともに，注目すべきは，「子どもが決める社会科の未来」とい
う発想である。それは二つの意味がある。一つは，授業の中で子どもが教育内容
や教育方法を決定することを教師がどこまで保障できるかということ，もう一つ
は，子どもが将来大人になったときにどのような行動を取るかによって社会科の
未来は決定されるということである。 （下線 :筆者）
　そのためには，「善く考えること」  は社会科教育における永遠の課題で
ある。学習指導要領告示によって，改めて概念的な知識や考え方の 「思考」
が見直されている。どこに行っても「思考」ばやりである。教育実習を終
えた学生の言からも，「授業で考えさせることが一番の難題だ」  と聞くこ
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とが多い。しかし，思ったり，感じたり，我慢したり，などいろいろなこ
とを「考える」で十把一絡げに扱ってはいないであろうか。
　学習指導においても生徒指導においても，教員はよく生徒に「しっかり
考えなさい」という。しかし，こと授業における「考える」に限定して考
えるなら，次のような手順で考えることを指導すべきである。特に，平
29学習指導要領の特徴である，思考力・判断力・表現力等の育成には，
「社会・地理歴史・公民WGにおける審議のまとめ」（2016. 8）では，考察
と構想の二つを次のように区別して提示している。
　すなわち，考察することと，構想（選択・判断）することを区別して考
え，相互に深まり合いながら思考力育成を図る手順を考えるとよい。シ
ティズンシップ育成を考える水山光春氏もそのように捉える。授業には
「見方・考え方」を活用しながら，この考察と構想の二つの過程を関連さ
せて組み込むことが必要であると述べ，次のような「地球温暖化対策」の
事例で提案している（水山　2017）。
　この事例では「見方・考え方」を働かせ，「考察」から「構想」へと深
めながら，「地球温暖化への対応」の課題探究を進めている。歴史学習が
幾分弱いが，公民学習と地理学習の分野横断的な学習が課題学習として効
果的に行われるであろう。
○ 考察力……社会的な見方・考え方を用いて社会的事象等の意味や意義，特色や
相互の関連について，概念等を活用して多面的・多角的に考察する等の論理的
思考力や批判的な思考力
○ 構想（選択・判断）力……社会的な見方・考え方を用いて社会に見られる複雑
な課題を把握して，身に付けた判断基準を根拠に解決に向けて構想（選択・判
断）する力
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5 ．なぜ「実社会科」か，「実社会科」とは何か
　すでに『平 29中学校学習指導要領解説・社会編』を検討した際，「『主
体的・対話的で深い学び』の実現」の中の「『対話的な学び』の視点」に
おいて，「実社会」の語が複数回使用されている点を指摘し，「種々の手厚
い配慮に包まれている学校界隈とは違って，より一段と厳しく容赦のない
多様で雑多な真の意味の社会」を考慮した社会科としての「社会に迂遠で
ない社会科」の意義について指摘した。
　ここで改めて「実社会」の辞書的な意味を調べると，「観念的，理論的
に考えられた社会に対して，現実の社会。実世間。」（デジタル大辞泉）や
「「書物に描かれたり，頭の中で考えたりする社会とは違った，実際の社会。
実世間。例「 －の厳しさを味わう」」（大辞林 第三版）とある。筆者は，
そのような実社会で通用する内容を学習する教科としての社会科として
「実社会科」を提案したい。
構想③（日本なら，中国なら，アメリカなら……）　　（斜体・下線：筆者）
　　　　　 　 　　　 ↑
構想②（各国対等，人口比例，過去の責任に応じて……）
見方・考え方（4）　公正・国際協調
　　　　　　　　　　↑
考察②（二酸化炭素排出権の分配）
見方・考え方（3）　効率・交換
　　　　　　　　　　↑
構想①（排出権取引制度）
見方・考え方（2）　公正・民主主義
　　　　　　　　　　↑
考察①（経済的手段：補助金・課徴金・排出権取引制度）
見方・考え方（1）　持続可能性・効率
　　　　　　　　　　↑
課題：地球温暖化（二酸化炭素削減）にどう対応するか
図 2　二酸化炭素削減策についての考察・構想（水山　2017）
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　そこで，筆者の問題意識に近く，その辺りを的確に図示して説明した草
原和博氏の「公民的資質の育成の成立条件」を紹介する（草原　2016）。
草原氏は，公民的資質の育成の成立条件として，「子どもが自己と外界（他
者，社会，科学）との間に関わりを見出すことで，新しい社会秩序を構想
できること」，すなわち，「新しい社会秩序を構想できる」資質・能力の育
成こそ，社会科の責任ではないか，と述べる。そして，社会科の学習が社
会的なレリバンス（適合性）を高めるために必要な４条件を挙げている。
　① 社会と教室を架橋するカリキュラム＝現実社会の論点・争点を教室空
間に持ちこむ（教室の社会化：図の A）
　② 子どもが真に知りたいこと・分かりたいことを教室空間の中核に据え
る（子どもの願いの尊重：図の B）
　③ 科学的な知識・方法を教室空間での学びの基盤とする（科学と教室の
結び付き：図の C）
　④ 教室現実と社会とを再帰的に架橋するカリキュラム（社会の教室化：
図の D）
　この「社会の教室化：図の D」こそ，授業を「実社会」に配慮したもの
図 3　公民的資質の育成の成立条件（草原　2017）
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に変えていく意味を表現したものであろう。
　中学校カリキュラム研究者の安彦忠彦氏は，「日本の中学校は，高校の
準備段階という欺瞞的な位置付けで，高校のミニチュア版（ジュニア）化
して来た」  と述べている（安彦　1997）。すなわち，中学校は常に，小学
校よりも，高校に気を取られて来たというわけである。当然，授業におけ
る方法（学習方法）への着目度は低く，子どもたちは中学校に入学すると，
折角生まれていた小学校での問題解決学習による「自立志向」が吹き飛ん
で，教科書中心の指導内容の一方的な伝達注入を受けるのである。
　岩田一彦氏は，「能動的に学ぶこと」を次のように，主体性プラス「自
らとの関わり」であると指摘している（岩田　2017）。アクティブ・ラー
ニング論議の初期の大学向けの中教審答申・用語集（平 24）の「能動的
な学修」にはむろんその視点はない。それは学び始めの年代に「メタ認知」
や「実存的」な意味合いをも含む学びを保障する広い発想である。
○能動的に学ぶこととは
①主体的に学ぶことの意味と自分の人生や社会の在り方を結び付ける。
②多様な人との対話を通じて考えを広げる。
③身に付けた資質・能力が様々な課題の対応に活かせることを実感できる。
　また，実社会科は，「生徒目線を持つこと」と「時事問題の積極的な扱
い」が欠かせない。この辺りの指摘を，すでに 50年以上も前の論考で，
酒井忠雄氏が次のように述べている（酒井　1966）。
○ 生活の中の学問とか，学問が社会に接する面だとかということを考えもしない
のが日本の学界である。日本人は，生活から学問が生まれてきた西欧とは全く
異なる考え方をする。
○ 社会科は実に，生活指導から自由研究・家庭教育から地域教育にまで関連を
もって生まれたのである。教師が，その広範囲の中で活躍し，生徒たちの人生
のあらゆる側面に立ち現れることによって，真の教育ができることを提唱した
のである。 （下線 :筆者）
　評価に関しては，1980年代末のパフォーマンス評価誕生時において，
「真正性」概念を用いることで，評価課題として生活や社会の文脈を模写
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したシミュレーション的なものを設定するなど，学校・教室の学習の文脈
を現実世界の文脈に近付けることが強調された。学校における社会科授業
は，現実の社会と結び付いた学習を考慮することが最重要である。
6 ．学習科学による中学校社会科授業の「方法」の改善
　中学校社会科の授業改善では，これまで敬遠されてきた「方法」の改
善が不可避である。「方法」といっても様々なレベルがある。例えば，学
校教育で「方法」といえば，TOSS（Teachers’ Organization of Skill Sharing）
を思い浮かべる人が多い。TOSSは，東京都の小学校教員であった向山洋
一氏が 1983年に立ち上げた「教育技術の法則化運動」が前身である。現
在もポータルサイトを中心に，幅広く研究・活動・運動を行っている。通
常，教育技術イコール学習活動と捉えがちで，それは中学校よりも小学校
の発想だとのイメージが根強く，中学校教員の関心を引くことは少なかっ
たが，平 29学習指導要領の趣旨からすると，否が応でも中学・高校の従
業改善の取り組みは違ってこざるを得ず，TOSSの情報にもぜひ配慮した
い。
　ここで TOSSの実践例を一例紹介する。社会科授業実践のリーダーであ
る現福井市小学校長の吉田高志氏は，教頭時代に校長の了解を得て次の授
業評価表を作成し，校内教員たちの授業改善を図ったという（吉田　2012）。
【教師の授業行為】
1　子どもたちに視線を注ぎながら話をすることができていたか。
2　ノート作業等，書く活動を適度に組み合わせていたか。
3　授業に参加しにくい子に声をかける等の対応ができていたか。
4　教師のむだな言葉を削る努力をしているか。
5　シャワーのようにほめ言葉を浴びせていたか。
【学習ルールの定着度】
6　ノートに，定規を使って直線を引いていたか。
7　呼ばれたら「はい」と返事をして立つことができたか。
8　文末に「です」「ます」などをつけて話すことができたか。
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　多くの研究者や中学校教員はこれだけを読むと，感覚的に教育技術（学
習方法）に矮小な印象を受けるであろう。しかし，筆者には，子どもの実
情を反映した理由のある項目群であることが痛いほど理解できる。6の項
目などは常にずっとそうさせるということではない。そういう指導が必要
な子どもや時期があるということで首肯できるのである。
　しかし，法則化運動や TOSSに，どうしても「科学性」に不十分さを感
じてしまうことも否定できない。そこで「学習の研究」への科学的アプ
ローチである「学習科学」の出番である。秋田，佐藤両氏は，「序論─
本巻の問題意識」として編著書の中で次のように述べている（秋田・佐藤 
2017）。
　同書で白水 始氏は学習科学の定義を次のように述べる（白水　2017）。
○ ＜学習科学の定義＞ 学習科学とはよりよい教育を実現したいという社会的要
請を背景にして，これまでの認知過程の研究に基づき，現実の人の学習，例え
ば学校教育の中での子どもたちの学習を研究し，現代のテクノロジーを駆使し
て実効性のある教育のシステムを教育実践の中で作り上げようという研究動向。
　「実効性のある教育システムを教育実践の中で作り上げる」においては，
何といっても「教育実践の中で」に目を向けたい。
　この他に，同書では，深い学習の必要性から，一柳，藤村両氏が各々の
論考で，次表を期せずして共に引用している（一柳，藤村　2017）。
　この中で「5　深い学習のためには，学習者が知識が作り出されるよう
な話し合いのプロセスについて理解し，討論の理論性を批判的に吟味する
ことが必要である」が重要である。
　…授業で使用される教科書をはじめとする学習メディアや教材，文具や道具，
机やいす，黒板をはじめとする身体姿勢を方向づける学習空間，学校建築等の環
境が学習を物理的に制約しまた拡張もする。そしてその中で授業中に使用される
言葉，教室での話し言葉や書き言葉の談話が学習を実際に方向づけている。この
学習活動のシステムとカリキュラムの網の目の中で，生徒や教師がどのように学
んでいるのかが問われ議論されなければならないだろう。 （下線：筆者）
─ 120 ─
　これこそ，今次改訂でアクティブ・ラーニングの学びが，単なるグルー
プ協議で終わらないようにするための心得となる。なぜなら，これまでの
ほとんどのグループ協議は「知識を作り出す」働きを欠いてきた。常に指
導する教師の意向に沿って，グループのリーダーが牽引してできるだけ速
くまとめたり，「正解」を言い当てたりするだけで，教師自身が討論の理
論性などを吟味することは少なかった。
7 ．永遠のテーマ「生徒主体の授業づくり」の実践化へのヒント
　結局，「主体的・対話的で深い学び」は，これまでの中学校社会科授業
の永遠のテーマであった「生徒主体の授業づくり」であり，松尾知明氏が
次に述べるように，教科等の内容，学習活動，資質・能力の三つの要素を
不可分につなぐ発想がないと，またぞろ実現できなくなる（松尾　2017）。
図 4　知識の深い学習と伝統的な教室実践（Sawyer　2006）
一柳 2017，藤村 2017，Sawyer 2006を翻訳（下線：筆者）
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○ アクティブ・ラーニングとは，直訳すれば「能動的な学習」ということになる
が，ここでのポイントは，資質・能力を育てられるかどうかにある。
○ そのため第一に，教科等の内容のみを重視して，知識注入型の授業をいくら実
施しても資質・能力は育たないだろう。知識の量は増えるかもしれないが，使
える知識にはならない。
○ 第二に，主体的な学習が大事だということで，学習活動だけを工夫しても，活
動主義に陥ってしまう。子どもは意欲的に活動するかもしれないが，資質・能
力の育成にはつながらない。
○ 第三に，資質・能力の育成をするのだからといって，例えば問題解決の練習を
いくら繰り返しても，意味のある問題解決の能力は育成されない。類似の課題
は解けるようになるかもしれないが，社会で生きて働く問題解決の能力とはな
らない。
○ したがって重要なのは，アクティブ・ラーニングとして学習活動を構想する際
に，教科等の内容，学習活動，資質・能力の三つの要素をつなぐということで
ある。授業をデザインするにあたって，資質 ･能力を育てるために，内容（大
きな概念）を中心にしながら，活動を構想していくということがカギになるの
である。 （下線 :筆者）
　一方，秋田氏の次の主張の中には，重要な一語「実存的」が含まれてい
る。先にも触れたが，「主体的」の真の意味は，「メタ認知」の重要性が指
摘されるように，「自らとの関わり」への視点，すなわち自らの内面を観
ることを無視できず「実存的」な姿勢が欠かせない（秋田　2017）。
○ 授業研究は，教室の学習システムの中での子どものありようの多様性としての
散らばりと，子ども同士や一人の子どもの中での過去と現在の学びのつながり
を学ぶことであり，その分岐点の内容や授業の展開点を知り，そこで生じる出
来事の中に子どもの実存がどのように関わるかを授業から観ることである。
　その「自己」が表れ易い効果的なグループ活動を行う際に，参考になる
のが，次の実践例，社会心理学者・エリオット・アロンソンが生んだジグ
ソー学習を応用した元小学校教員の阿部隆幸氏のものである（阿部 
2017）。筆者も本指導を教職課程において応用し実践しているが，学生た
ちの反応はすこぶる良く，アクティブ・ラーニングのヒントになってい
る。（※ここでは，聖徳太子の呼び方や立場・施策等に関する歴史学の研
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究成果には触れず，これまでの一般的な扱い「聖徳太子の政治」のままで
取り扱った例を示す。）
○ジグソー学習による「聖徳太子の政治」の実践例
① 4人班になり，各自に ABCDと記号を割り振る。　　　　　　　　　　　
② 「聖徳太子が天皇中心の国家を建設したといわれているが，割り振られた事象
がどのように天皇中心の国家と結び付いているか説明できるようになろう」と
いう課題の下，Aは法隆寺建立，Bは冠位十二階，Cは十七条の憲法，Dは遣
隋使，を調べるように割り当てる。
③ 調べる段階で班から一度離れ，Aの法隆寺建立，Bの冠位十二階，Cの十七条
の憲法，Dの遣隋使，を調べる人たち同士が集まり，協力して同じテーマを調
べる。　　　　　　
④ 最初の 4人班に戻り，自分が調べたテーマの内容をそれぞれが責任を持って説
明する。
　この実践例は，聖徳太子の行った政治の学習である。「地理や公民に比
べて暗記事項が多い歴史学習は，問題解決学習やアクティブ・ラーニング
に適さない」と口にする社会科教員が多いが，歴史学習こそいくらでも活
発な話し合い活動を行うことができ，ジグソー学習は課題学習の好例であ
る。前もって調査できるテーマが挙げやすい単元─例えば，我が国の仏
教の歴史，我が国と中国・朝鮮との関係史，鎌倉幕府の政治，足利将軍の
治世の比較など─で是非チャレンジして欲しい。
　以上を勘案して筆者がまとめた，次の例のような「方法」を重視しなが
らも，先の「実社会」や「実存」に配慮する学びの意義に着目した教科等
の横断的な授業を，ぜひ積極的に実践して欲しいと願っている。
○ ある中学校社会科教員は，地理の授業で，生徒や地域の伝統的または現代的な
実態から最も適した問い（追究する課題テーマとなる）  を生み出せないだろう
かと考え，自ら取り組みを開始した。
○ その中学校の生徒たちは日頃から学校外の生活で様々な被害や悪影響を受ける
ことが多かった。そこで実際に，地域関係者への聞き取りや地域巡りなどを
行って，住環境や経済活動・生活の様子などから地域の特性を，経済的に余裕
がない地域で，非行や犯罪件数も多く，町中にその雰囲気を醸し出しているゴ
ミの散乱を何とかしたいと考えた。
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　願わくは，「町が汚れている気がする」から「クリーン作戦」への課題
設定の中心の段階を，教師設定でなく生徒設定で行うようにして欲しい。
おわりに──過去・現在・未来を射程に入れて教える教師に
　今回も，学習指導案による授業指導の具体的な手立ての記述に関して多
くはない。所詮，「具体化」は教室で教える教員の努力に頼るしかない。
　最後に，内田 樹氏の主張を二つ引き，本稿を閉じたい（内田　2017）。
○ ＜ 2015. 8. 23 SEALDs KANSAI 京都集会でのスピーチから＞　僕が一番うれし
く思うのは，みなさんが語る言葉は政治の言葉ではなく，日常の言葉，ふつう
の生活実感に裏づけられた，リアルな言葉であることです。＜中略＞　自分た
ちがふだん学生生活や家庭生活のなかでふつうに口にしている言葉，ふつうに
使っているロジック，それに基づいてものごとの正否を判断している常識，そ
ういう  「手元にある道具」を使って，自分たちの政治的意見を述べている。
 （下線 :筆者）
　先述した公民的分野の「専門用語を多用する政治学習」は，打破できな
いまでも，何か一つでも工夫し，生徒にわかり易く政治に素直な関心を持
たせることのできる学習にできないか。公民を教えることを忌避する教員
の姿勢からは，その効果的な成果は生まれない。そして，次である。
○そこで，次のような連続した問いから「身近な地域」の単元構成を考えた。
「この町の課題をとらえてみよう」→「町が汚れている気がする」→「私たち
にできることはないか考えよう」→「ゴミで汚れた町のクリーン作戦として何
か考えられないか」→「クリーン作戦をするのに町の大人たちと協同して行え
ないか」→「社会科地理の授業だけでなく総合的な学習の時間や生徒会活動で
考えてできないか」→「他の町の先行例を調べ，この町に合ったやり方を考え
よう」
○ 最後に，この授業全体を通して，「地域やその他のことで何を学んだのだろう
か」，「（○○さんの）どのような活動や発言が印象に残ったか」，「自分にとっ
てためになったことは何か」，「何かについて，今度こんな授業をして欲しいと
望んでいることがあるか」を問う。
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○ 講演の出来に一番影響するのは観客からのシグナルである。＜中略＞　観客は
話者をある程度まで支配できます。これについては面白い実験があって，教師
が教壇の左側にいるときはどんなことを言っても学生たちが笑ったり，うなず
いたりして，はっきりとした反応をする。右側にいるときは無言のまま反応し
ない。そうすると授業が始まって 15分後から教師は教壇の左半分から動かな
くなるんだそうです。そういうふうにして観客は無言のままでも，話者の活動
に強い影響を及ぼすことができる。 （下線 :筆者）
　「観客」を学習する生徒に見立て，「話者」を教える教師に見立てると，
教室の覇権は生徒が握っていることがわかる。生徒は，教師の行為に無言
でも強い影響を及ぼす存在である。ともすると教師は，授業で「何とかア
クティブにしなければ」と無理に肩肘を張ってリードしようとするが，本
当は，生徒たちはもう立派に自立して行動できることが多い。
　「公民としての資質・能力」の育成も「実社会科」の実践も，教師の恣
意的な指導だけで実現することはできない。教師は，じっくりと，生徒の
育っていく自覚や思想の成長を広い視野で余裕をもって待つ姿勢を忘れな
いようにしたい。過去・現在・未来を射程に入れながら。
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